
1 九州新幹線西九州ルートの整備促進について
【総務省、国土交通省】

【提案。要望】
1 西九州地域の産業振興や交流人国の拡大を図るため、国において開発が進めら
れてきたフリーゲージ トレインの導入が断念されたという特殊事情も考慮し、責

任ある立場として、以下の事項について対応すること

(1)武雄温泉駅での対面乗換を早期に解消するため、また、武雄温泉 。長崎間の
建設費増加について県民の理解を得て対応するためにも、一刻も早く新鳥栖 。

武雄温泉間の整備のあり方に係る議論を進め、早期に整備方針を示すこと。ま

た、西九州ルー トヘの直通運行も視野に入れた JR佐世保線の輸送改善に向け
た支援の充実を図ること

(2)整備方式については、西九州ルー トの本来の姿である新大阪までの直通運行
を実現し、投資効果 。収支改善効果 。時間短縮効果が最も高いフル規格とする

こと

(3)地方負担や並行在来線等の課題解決に向けた方策を示すこと
(4)新鳥栖・武雄温泉間の整備のあり方に係る議論を進め、令和 2年度予算に環
境影響評価調査費を計上すること

2 新幹線整備に伴い、上下分離される」R長崎本線(肥前山口・諌早間)の鉄道施
設の維持管理について、経営分離される並行在来線と同様の支援制度を充実・創

設すること

3.新幹線と一体の整備が必要であることから、」R長崎本線運続立体交差事業の
予算を確保すること                          `

【本県の現状 。課題等】

整備方式が定まつていない新鳥栖・武雄温泉間については、
「
与党整備新幹線建設推進ブロ

ジェクトチーム「九州新幹線 (西九州ルート)検討委員会」において、平成30年 7月 、「整
備のあり方に係る中間とりまとめ」が示され、フリーゲージトレインの導入が断念されると

ともに、フル規格又はミニ新幹線のいずれかを選択する必要があるとされた。
武雄温泉駅での対面乗換を早期に解消し、西九州ルートの本来の姿である新大阪までの直

通運行を実現するため、早急に整備方式を決定していただく必要がある。

新幹線整備に伴い、」R長崎本線 (肥前山口・諫早間)は上下分離され、引き続き、JR
九州が運行することとなつているため、経営分離される並行在来線に対する支援(税制特例

等)を受けることができない。
また、新幹線開業に合わせ、利用者の利便性を高めるため、」R長崎本線連続立体交差事
業をはじめとする長崎駅周辺の整備を完了させる必要がある。

(本県の取組)
国土交通大臣や与党 PT座長、与党 PT検討委員会委員長等に対して、県議会等と共に、
フル規格による整備や地方負担の軽減等について、重ねて要請を行つている。

JR佐世保線については、今年度から佐世保 。有田間の高速化に要する地上設備の整備等
を進め、振子型車両の導入と併せて、佐世保・博多間の高速化を図ることとしている。

JR長崎本線 (肥前山口・諫早間)については、佐賀県、 JR九州とともに上下分離実施
に向けて協議を進めている。また、地域住民の重要な生活路線の維持のため、並行在来線関

係道県協議会において、政府 。与党及び関係省庁に対し各種支援制度の拡充
。創設に向けて

要請を行つている。
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整備方式 フル規格
ミニ新幹線

単線並列 複線三線軌

概算建設費 約 6,200億 円 約 1,800億 円 約 2,700億 円

開業見込み芦
J

(想定工期)

2036年 度
(約 12年 )

2033年 度
(約 10年 )

2037年 度
(約 14年 )

所

要

時

間

長崎 J博多間  ※3
(約 1時間 20分 )

約 51分
(△約 29分 )

約 1時間 可9分
(△約 1分 )

約 1時間 +3分
(△約 7分 )

長崎 日新大阪間 ※3

(約 3時間 58分 )
約 3時間 15分
(△約 43分 )

約 3時間 43分
(△約 15分 )

約 3時間 37分
(△約 21分 )

投資効果 (B/C) 3.1 2.9 2.5

収支改善効果

(年平均 )
約 86億 円 約 9億円 約 1億円

■各整備方式の比較検討結果 ※国土交通省からの間き取り

※ 1 環境影響評価手続きを考慮し、2023年 度末着工を想定。
※ 2 最速達タイプによる所要時間。需要予測等のための想定であり、開業後の運行ダイヤは営業主体が決定する。
※ 3 対面乗換方式の場合の所要時間 (想 定)。
注 :費用、工期等は、今後の精査、関係者間の調整により、変更となる可能性がある。

【提案。要望実現の効果】
(項目1)

西九州ルー トがフル規格で整備されることにより、新大阪までの直通運行が可能となり、

関西や中国地方との交流人口が拡大、関西 。中国国との連携により社会経済の発展に寄与す

る。また、西九州地域がアジアの玄関口となり、高速鉄道網の整備により新たな観光ルート

が構築され、観光立国を推進する国家戦略にも寄与する。

(項目2)

並行在来線と同様の支援が講じられることにより、地方負担の軽減が図られ、 JR長崎本
線 (肥前山口 。諌早間)の鉄道輸送サービスが将来にわたり安定的に維持される。

(項目3)
」R長崎本線連続立体交差事業と新幹線事業を一体的に整備することにより、新幹線効果
を最大限に発現することが可能となる。
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2 特定複合観光施設 (IR)の区域認定について
【内閣官房、国土交通省、観光庁】

【本県の現状。課題等】

我が国の人口が今後急激に減少することが見込まれる中、本県においても人口減少対策は

喫緊の課題であり、地域の特性を活かした地方創生の取組を強力に推進していく必要があ

る。特に観光分野については大きな成長が見込まれることから、その競争力強化が急務であ

る。

本県は観光需要が急速に拡大するアジアに近く、国内外から観光客を惹きつける質の高い

数多くの観光資源を有していることに加え、九州各県と連携した広域的な観光振興の取組も

進んでいる。

このような優位性を活かしながら、本県に IRという訪日観光の新たな玄関口を設けるこ
とができれば、■―ルデンルートに集中している訪日外国人観光客の動きに変化が生じ、新

たな人の流れが生み出される。

また、 IR導入により予想される社会的リスクについても、あらかじめ対策を講じておく
必要がある。

(本県の取組)

本県では、民間、行政、議会が一体となつて、 IR区域認定をめざしており、大村湾に面
した佐世保市ハウステンボス地域の約30ヘクタールの土地を IRの用地として確保してい
る。

現在、長崎具・佐世保市 IR推進協議会の有識者会議がとりまとめた「長崎 IR基本構想」
をもとに、 IR事業者の公募 。選定にかかる実施方針の策定など、区域整備計画の認定申請
に向けた準備を着実に進めている。

また、九州地方知事会議においても「九州地域への IR導入」にかかる特別決議が行われ
るなど、九州各県においても理解が深まっている。

さらに、社会的リスクのひとつであるギャンブル依存症に対しては、相談から治療・回復

に至るまで関係機関が連携した取組を推進している。
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【提案・要望】
1 区域認定にかかる基本方針の内容、認定申請の時期等を速やかに示すとともに、
区域認定を早期に実施すること

2 国際会議場 。展示等施設をはじめとする中核施設については、柔軟 。多様な活
用をすることができるよう、運用の弾力化を認めること

3 1R導 入にあたり懸念される社会的リスクの最小化に向け、ギャンブル依存症
対策、青少年の健全育成、周辺環境の保全などについて、地方公共団体等とも連

携した対策を講じること

4 九州への IR誘致については、九州一体となった取組を進めているところであ
り、長崎県を特定複合観光施設区域として認定すること
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【提案 i要望実現の効果】
(項目 1)(項目2)(項目4)
本県に IRと いう訪日観光の新たな玄関口を設け、インバウンド客を直接招き入れること

により、ゴールデンルートに集中している訪日外国人観光客の動きに変化をもたらし、新た

な人の流れを生み出す。

また、 IRの経済効果が波及する産業のすそ野は広いことから、多様な業種で雇用が創出
され、定住人口も増加する。

(項目3)

国が地方公共団体とも連携した対策を講じることにより、 lR導入に伴う社会的リスクが
軽減されるとともに、 IRへの国民の理解も進む。
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IR用 :也 (約 30為a)の確保 九サⅢl一体となつた取組

● 九州地方矢日事会議において「九州への IR誘致」
を特月u決議  (H29年 5、 10月 、H30年 5、 10月 )

● 官民構成の九州地域戦略会議において IR創設の
取組を盛り込んだ九州観光戦略を承認

0九 州経済界 トッ5鳴吾による九州 IR懇話会を開催
(H31年 1月 )

● 九州・長崎 IR推進決起大会を開催 (H30年 10月 )
● IR議 連等へ IR誘致を要望 (H29年3月 )
※九州経済連合会、九州観光推造機構、長崎県、

佐世保市、佐世保商工会議所が共同で要望



3 回営諫早湾干拓事業について
【法務省、農林水産省、国土交通省、環境省】

【提案い要望】

1 平成29年 4月 に農林水産大臣談話で示された、「F弄写門しないとの方針」を踏ま
え、排水門開放差止本訴において出された排水門の開放差止請求を認める判決の

早期確定に向けて引き続き努めていただきたいこと  !
2 長崎 2次・ 3次開門請求訴訟において、開門の意義そのもの、すなわち、開門
しても有明海の漁場環境の改善にはつながらないということなど、しつかりと主

張・立証し、開門問題の早期解決を図っていただきたいこと
3 有明海の漁業不振の原因究明を進めるとともに、開問しない前提での海域特性
に応じた効果的な水産振興策や環境改善対策を実施し、真の有明海再生を目指し

ていただきたいこと   '
4 諫早湾千拓調整池の水質保全対策については、事業アセスで掲げた水質保全目
標の達成に向け、水質改善のための効果的な対策及び予算の確保を、責任を持つ

て行つていただきたいこと

【本県の現状。課題等】
○

申出 行い、
については、国は控訴を断
が出たものの上告したため

念 したが、開門派が独立当事
確定していない。

ない基金による和解を目指すに当たつては、開門の意義 (開門しても
改善にはつながらないこと)を踏まえて対応していただくとともに、
め、事業の経緯、効果 (防災 。営農)、 開門した場合の問題点等を分
いただきたい。

○

○

○

有明

は 、

海の

つながる
○ 地域

民 の る た

して

の漁業不振
ものである
向けた抜本

は、熊本新港、筑後大堰等の巨大事業やノリの酸処理等の複
こと、及び海域により流れや底質が異なること等を踏まえ、
的な水産振興策を実施していただく必要がある。

質保全対策
質保全対策
行つている

な利活用

その

が、未だ
第
質
や

については、 2

業を っているが ア

期行動計画に基づき関係機関と連携を
標に達していない状況である。現在、
オコ・ユスリカ対策等に加えて、濁り

に水
面源
対策

目

りなが
次期行動
の抑制に

などの効果的 が求められている。

諫早 干拓 の非常に責重な資
こ配慮しながら国、源である。

県、地元市

:

①

H23419 提訴
H294f7.19 開円派が独立当事者参加
申出 (1名 、2名 う

日29417 -審 判決 (原告勝訴)
H29■ 25 参加申出人が控訴
H29630 開開派が独立当事者参加申
出 (追カロ)(3名 )
出30319 福岡高裁判決 (独立当事者
参加申出を却下。控訴も却下。)
H3o328 参加申出人が却下判決に不
月風として上告

④

H1411,26 提訴
H22 12 20

H231114申 立
H251112仮 処分決定
H271110異 議審決定
※現在福岡高裁で審理中②

H20430 提訴
H23627 -審 判決
H2797 控訴審判決

国が開門しないと
の方針を明確にし

て判決受入れ
(控訴しない)

開放差止仮れ分事件

開炊差止本縣

請求呉鵬訴訟

本新判決のポイント (兵露客決定と同標)

0開門による地元へのと大な機害を認めた
o事前対策は、その案現にや

‐
功果があるとは認められないとされた。

0漁表環境改替の可能性は低いとする環境アセスの結果を認め、開門の
影響の榊出は困要せて、FttL門罰査も必要性は高くないとされた。

O岡門によるこ大な被喜とB司門の公共性 公益性についてlし較し、前者
が優先するとされオ.

H2は

'212 -審
判決 (国敗謙)

H3035 開門しない前提の和解勧告
H30622 開門しない前提の第 2次
和縛勧告
H30'30 控訴審判決 (日勝君斥)
H30010 開門派が上告
R17.

閉円反対服
旧干柄地農楽者 :180人、農業振興公社 :1人

新干拓地農業者 :96人 、漁業者 :41人 、住民 ;186人

計 452人 (―審判決時の原告数)

O開門訴訟 (福岡高載確定)「 おける漁講被事の判
断基率を否だ。

O閉悧訴訟 (福岡高裁確定〕半!洪 で認めた漁船潔業
の′筆彙徹害の存在を否た。

0蕩受fぇ防納切と7サ リ・ タイラギの漁案被害との
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調整池の水質 (COD75%値 )の推移  (単位 :m=/L)
12

11

10

0

8

7

6

5

4

3

A~ ▲

‐ / 8.3
8,4

W
6.3

水質保全目標値 (環境基準値)5 0mg/L

H9 ‖10 Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 ‖29 ‖30

高度環境制御栽増施設で

栽培されたミニトマト

完全手掘りのアサリ
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千陸地で栽培された『幻の高来そば」



4 海洋再生可能エネルギー導入及び商用化の促進
について

【内閣府、経済産業省、環境省、国土交通省】

【提案・要望】

再生可能エネルギー海域利用法による一般海域の利用ルールが整備される中、洋

上風力発電を中心とした海洋再生可能エネルギーの導入を促進するとともに、商用

化による海洋エネルギー産業の国際競争力強化及び関連企業の集積など、地域活性

化に向けた施策について、以下の支援を講じること

1 エネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの電源構成比率の実現には、
洋上風力発電等の導入拡大が不可欠であり、事業者が積極的かつ計画的に商用イと

を実現できるよう、海洋再生可能エネルギーの導入目標を明示すること

2 商用化を促進していくためには、洋上の発電施設の建設や運用 。メンテナンス
等を行う専門人材を育成していくことが重要であり、実海城に訓練設備を整備す

るなど人材育成にかかる施策及び支援を講じるとともに、人材育成の場として実

証フィール ドの活用を図ること

3 海洋再生可能エネルギーの利用促追に向け、洋上風力発電や潮流発電等の技術
開発等に係る事業の継続、及び事業予算を拡充するとともに、潮流発電の固定価

格買取制度への追加について早期実現を図ること

【本県の現状。課題等】

海洋再生可能エネルギー海城利用法による一般海域の利用ルールが整備される中、更に洋

上風力発電の導入拡大を図り、民間企業の海洋エネルギー発電への参入を拡大するためには、

国が導入目標を明示し、市場の規模を企業が想定できることが必要である。

今後、商用化を促進させていく中で、先進地域である欧州と比べて、国内では、海洋エネ
ルギー関連の専門人材がほとんどおらず、その育成は急務であり、実際に海上で従事する専

門人材を実海域で実践的に育成する訓練設備などを整備していく必要がある。なお、本県に

は「海洋再生可能エネルギー実証フィールド」があり、人材育成の場として活用していくこ

とも考えられる。

海洋エネルギーのポテンシャルの高さや造船関連技術等を活かした海洋関連産業の創出に

取り組む中で、潮流発電等の海洋エネルギーの実用化には更なる技術開発が必要である。ま

た、今後、洋上風力発電の普及・拡大のためには、コスト削減に向けた更なる研究開発も必

要である。

さらに、五島市奈留沖での潮流発電実証研究が終了することを踏まえ、事業者が計画的に

商用化を進めるためには、潮流発電の固定価格買取補1度への追カロが必要である。

(本県の取組)
地元産学官が海洋エネルギー関連分野の人材育成や研究開発等にかかる連携協定を締結し

ており、本県での関連産業の拠点化に向け、一体となった取組を進めている。

人材育成については、欧州等の先進地域の関係機関と連携しながら、実際に従事する社会

人を中心とした、現場実践型の教育拠点の形成を検討している。

実証フィール ドについては、実証フィールド運営主体の設立準備や、民間主導による実証

事業の機能的な誘致活動に取り組んでいるところである。
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地元産業界では、NPO法人「長崎海洋産業クラスター形成推進協議会」が設立され、会
員企業が事業参入に向けた活動を行つており、また、地元大学では、国内外の大学や産業界

と連携した研究開発が進められている。

吟

P
|

五島列
韓

輩

◆

泰留頑芦,田

最大流速3.Om/s
(基準1.5市 /s以上)

趣

【提案。要望実現の効果】
国による海洋再生可能エネルギーの導入目標の明示により、事業者の参入意欲が更に高ま

り、多くの海域で商用事業が促され、全国各地で新たな市場が創出されることで、海洋関連

技術を有する企業等の発注増加、雇用の維持・拡大が進み、地域経済の活性化に繋がる。

本県の実証フィールドを中心とした県内海域において、世界最先端の実証試験が行われ

るとともに、現場実習と欧州の最新技術を組み合わせた、実践的な人材育成を行うことで、

「研究開発 。人材育成拠点」が形成される。

海洋再生可能エネルギーに係る各種研究開発が数多く実施され商用化が促進されること

で、わが国の海洋エネルギー産業の国際競争力強化に寄与するとともに、県内企業が研究開

発に積極的に参画することで、ノウハウ蓄積や技術カアップも図られる。
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5´ 地方創生に必要な施策を請じるための財源措置の
充実について

【内閣府、総務省】

【提案。要望】
地方の人口減少に歯止めをかけ、地方創生を確実に推進するために必要な以下の

財源措置を講じること

1 地方法人課税の偏在是正措置により生じる財源については、地方が偏在是正の
効果を実感できるよう、必要な歳出を地方財政計画に計上するなど、その金額を
地方のために活用するとともに、地方交付税の算定については、条件不利地域を

有する団体や財政力の弱い団体に配慮すること

2 次期「地方版総合戦略」の推進に必要な財源措置を講じること
地方財政計画における「まち。ひと。しごと創生事業費 (1.0兆円)」 を拡充
するとともに、その算定については、引き続き長期にわたる取組が必要な条件
不
乳努謬董擢彊異再皇足もぃては、令秀口元年度予算で1,000億円が措置されたこ
とを踏まえ、地域の活力再生や移住定住推進など、引き続き地方の需要に応じ
た十分な額を確保すること

(1)

(2)

【本県の現状。課題等】

本県においては、地方版総合戦略で定めた地方創生に係る基本目標の達成に向け、雇用の

場の確保と若者の県内定着対策や、移住促進対策の強化など重点ブロジェクトに取組んでい

るところである。
また、本県では地理的要因や産業構造の問題などから、全国を上回るペースで人口減少が

進み、経済情勢も依然として厳しい状況にあることから、人口減少に歯止めをかけ、地域間

競争に打ち勝つことのできる活力ある地域社会を存続していくためには、良質な雇用の場の

創出をはじめ更なる地域経済活性化を推進する必要がある。
そのため、税収格差に関係なく、令和 2年度以降も地方創生 。人口減少対策や地域活性
化 。雇用対策などの各種施策を地方が継続的かつ主体的に取組むための必要な歳出について

財政措置を拡充する必要がある。

全国 長崎県

(H30見込)

+約 1兆円

約△20億円

・本県影響額 :法人住民税△20億円 (28億円→ 8億円)
・交付税原資化の増分+1兆円については、地方が偏在是正の効果を実感できるよう、地方
交付税による適切な配分が必要

地
方
法
人
秘

Ш

地
方
法
人
碗

税率4す o,6

法
人
住
民
税

（
法
人
税
割
）

税率3216 税卒10勇

住
民
税

法
人
12兆円

17兆円

親率1,016

れ
方
法
人
磯 地

方
法
人
税

税率409`

法
人
住
民
税

（
法
人
税
割
）

税率32,6 税率 10,6

法
人
生
民
税

8億円28億円

36億円16億円
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平成25年 平成30年 増減率

全  国 128,373,879 127,707,259 ▲ O.51

長崎県 1,427,133 1,379,003 ▲ 3.37

平成25年 平成30年

全 国 0,93 1.61

長崎県 0.73 1.25

全  国 0.52

長崎県 0.34

41位

平成24年度 平成29年度 増減率

全 国 141,456 183,967 30.1

長崎県 990 1,169 18.1

○人口減少の状況

O県税収入の状況○財政力指数 (平成29年度)

弾位:人) O有 効求人倍率の状況

(単位 :億 円)

平成30年度 令和元年度

事業数 事業費 事業数 事業費

230228 219 236

平成30年度 令和元年度

事業数 採択額 (国費) 事業数 採択額 (国費)

12 12 14 13

O本県における地方創生推進交付金の活用状況O本県における人口減少対策事業費
億円) (単位 :億円)

これまでの取組に加え、次期「地方版総合戦略」に基づく地方創生の

新たなステージに確実に進むために、財源措置の拡充が必要

地方財政計画上の措置

B地方法人課税の偏在是正措置により生じる財源を活用した地方財政計画

(歳出)への計上
日「まち Hひ と 日しごと創生事業費」の拡充
B地方創生に関する交付金の確保

地方の実情を考慮した算定措置

L財政力、条件不利地域等に配慮 した交付税の算定

【提案。要望実現の効果】
本県においては、人口減少が急速に進行する中、2060年の人口予測78万人を100万人超ま

で引き上げるため、長崎県まち。ひと。しごと創生総合戦略を策定し、雇用の場の確保と若

者の県内定着対策、移住促進対策、結婚・出産 。子育て支援、集落維持
。活性化対策などの

重点ブロジェクトに取り組んでいる。

しかしながら、社会保障費の増加や人口減少、離島特有の財政需要などから、本県の財政

は極めて厳しい状況にある。地方財政計画及び地方交付税の算定、地方創生に関する交付金

等の財政措置を通して、安定的に十分な財源を確保することにより、地方創生に向けた重点

プロジェクトにかかる取組を加速化し、人口減少の抑制や東京―極集中等の是正を図るもの

である。
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6 有人回境離島地域の保全及び地域社会の維持に
ついて
【内閣府、総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、防衛省】

【提案。要望】

有人国境離島地域に住民が安心して暮らし続けられる環境を整備し、将来の無人

化を防止するため、有人国境離島法に掲げられた事項にかかる施策の充実強化を図

ること

1「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」など有人国境離島地域の保全及
び地域社会の維持に必要な予算を確保すること

2 有人国境離島地域への国の行政機関の設置について、特に海上保安部及び自
衛隊の部隊の体制強化や増員を図ること

3 有人国境離島地域の保全のみならず、住民生活を維持し、人流 。物流の拡大
を図るため、港湾等の整備を促進すること

4 「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」について、航路 。航空路運賃低
廉化の対象範囲の拡大や滞在型観光促進のための割引制度の充実、島外からの

人材確保対策の強化など、対象事業の拡充を図ること

5 特定有人国境離島地域に関する啓発活動や情報発信を充実するとともに、関
係地方公共団体の運携に向けた協力 。支援を行うこと

【本県の現状。課題等】

有人国境離島地域は、人が住み続けることによって、我が国の領海、排他的経済水域等の

保全等に関する活動拠点としての国家的な役割を担っている。      ・

本県の悲願であつた有人国境離島法が、本県選出議員をはじめ関係国会議員の多大なるご

尽力により議員立法で成立し、平成29年 4月 から施行された。

人口が昭和30年から平成27年までの60年間に58,9°/。も減少し、毎年約1,000人もの社会減

が続く本県の特定有人国境離島地域において、国の基本目標である2027年 における「人口

の社会増の実現」を達成するには、必要な予算の確保に加え、五島市、対馬市などの関係市

町及び議会が要望している海上保安部や自衛隊の部隊の体制強化や、更なる交流人口拡大や

地域経済活性化 :こつながる航路 。航空路運賃低廉化の対象範囲の拡大など、国の施策の充実

強化が必要である。

(本県の取組)

法の施行にあわせ、関係市町とともに国の施策を最大限活用して、有人国境離島地域の活
1性化に全力で取り組んでいるところである。

法施行後においては、本県選出国会議員のご尽力を賜りながら、雇用機会拡充などの事業

を全国で最も活用させていただいた結果、平成30年における社会減が615人 まで縮小し法施

行前から400人 を超える改善となるなど、有人国境離島法による施策効果が着実に現れてき

ている。

しかしながら、有人国境離島地域における人材確保は更に厳しさを増していることから島

外からの人材確保対策を強化していく必要がある。
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◆本県特定有人国境離島地域の人口推移<国勢調査>   <特 定有人国境離島地域の人口等>
293 全国 本県 比率

島の数 71島 40島 56 34df

人口

(M27国調 )
269,307人 120,677人 4181'`

?S2.3

250

2129

1933

1690 <特定有人国境離島地域の社会減の状況>
150

1467

1207

100

全国の特定有人国境離島地域 △1,773人

出典 :総務省 「住民基本台帳に基づ く人口、人口動態及び世帯数

調査」 (H27年) ※いわゆる「一部離島」の市町村

(輪島市、萩市、佐世保市、西海市、薩摩川内市)を除 く

0
S30   S40   S50   S60   H7   H17   H27

◆本県特定有人国境離島地域の社会減の状況

H27 H29 H30

■五島列島

園壱岐_辞

口対馬

□五島列島
,壱山支島
。対馬

200
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0
H28

△ 1051

△ 640 △ 615

△ 200

△ 400

△ 600

△ 300

△ 1000

△ 1200

△ 985

分

(卜 )

約千人の社会減

出典 :「長崎県異動人口調査J※いわゆる「一部離島Jの市町村 (佐世保市、西海市)を除く

【提案・要望実現の効果】
「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」の拡充や、国による特定有人国境離島地域

に関する啓発活動や情報発信の充実などにより、交流人口の拡大及び雇用の場の創出等を更

に推進することができる。

また、東シナ海周辺における海洋資源開発や外国漁船の操業が活発化する中、海上保安部

や自衛隊の部隊の体制強化等がなされることにより、領海警備等の対応強化が図られ、地域

の人口の維持・増加につながるとともに、住民生活及び生産 。流通の基盤である港湾等の整

備が促進されることにより、地域経済を活性化することができる。
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7 離島振興対策の充実について
【内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省】

【提案・要望】

離島振興法に基づく離島振興計画を推進し、菌性島地域の自立的発展や定住促進等

を更に強化するため、以下の施策を講じること

1 介護サービスの利用機会の拡大と利用者の負担増軽減や情報通信基盤の整備
促進など、離島振興法に掲げられた施策の更なる充実

2「離島活性化交付金」について、輸送コス ト支援の指定品目数の更なる拡大等
をはじめ、インバウンドを含む交流人口の拡大に必要な観光地の トイレの改修

にかかる対象経費の拡大や、企業誘致等に必要な貸しオフィスの整備に要する

施設の改修、離島留学促進のための寄宿舎等の整備への事業対象拡大及び必要

な予算の確保

3 離島地域と本土地域のガソリン価格差を抜本的に是正するための揮発油税等
の減免

4 離島の生活環境、道路の整備等のために必要な公共事業予算の財源確保

【本県の現状と課題等】

本県は、51島の離島振興法指定有人離島を有する全国―の離島県であり、そのうち40島

は有人国境離島法において特定有人国境離島地域を構成している。

本県の離島の多くはわが国の外縁部に位置するため、地理的に不利条件がことさら厳し

く、この自然的制約に由来する不利条件は、地域自らの創意工夫による努力のみでは到底解

決できないものとなっている。

これまで県、関係市町で様々な振興施策を実施してきたが、しまの人口減少に歯止めをか

けることができておらず、介護サービス基盤や情報通信基盤については、人口減少の進展に

より、民間事業者の参入がより困難化しているため、整備や更新が遅れている。

よって、離島の自立的発展の実現に向けて、本土と同等以上の競争条件を作り離島の定住

環境を整えるため、離島の不利条件の解

'肖

に国策として取り組んでいただく必要がある。
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◆離島の人口推移 <国勢調査>

(千 人 )

350

300

250

200

150

100

50

0

◆本県の年齢別人口構成比 (H27年 )<菌勢調査>
200%

131路

150乳

126。 .

108■
^

129'も

94'c
100鴇

849` 86,t

89鴇

― 離島

― 離島以外

日対馬

B壱岐島
目五島列島

田平戸諸島
口西彼請島

140托   137%

11

96%

74%  7

47祐

00,こ

0～ 9 10～ 1920～ 2930～ 3940～ 4950～ 5960～ 6970～ 79 80■
年齢)

S35年   S60年    H27年

◆離島における介護サービスの状況

要介護・要支援者が居住する離島振興法の指定を受けた島の数 :43島

【留意事項】 ※各数値は島の数。平成30年 4月 30日 時点のサービス提供状況を記戦。 (介護サービスについては4月 サービス分)
※介護予防サービスは、同種の介護サービス襴に計上。
※「要介護・要支援者がサービスを利用しながら居住」とは、島内事業者の介護サービスを受けている、もしくは、車で移動可能

(橋が架かつている)の島外で介護サービスを受けている場合。または、島外事業者が、来島してサービスを提供している場合。

◆高校・離島留学の状況

高校・離島留学生 (入学者数)の推移 O入学者数の内訳
学校名 H29 H30 R元

対馬高校 (韓国語) 24 18 40

壱岐高校 (歴史・中国語 ) 12 26 19

五島高校 (ス ポーツ) 19 15 29

五島南高校 (夢 トライ) 6 15

斧譲智冨罰必こ(E―アイランド スクール) 9 7

計 55 74 110

-71馬   ― 壱 暇

―
五 急藤 ‐●・葉 常

一
n_F

‐■―合計

【提案。要望実現の効果】
離島振興法に規定されている「介護サービスの確保等」、「情報の流通の円滑化及び通信体
系の充実」などに関する施策の更なる充実により、本土との格差や不利条件を緩和すること
ができるとともに、離島地域からの要請に沿えるような「離島活性化交付金」の拡充によ
り、雇用の創出や交流人口の拡大、定住の促進などに関して地域独自の振興策の実現が期待

できる。

また、本土とのガソリン価格差の抜本的是正及び必要な公共事業予算の財源確保により、

生活の安定及び福祉の向上を図ることができる。 、
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8 離島航路対策の強Tヒについて
【国土交通省】

【提案・要望】

離島航路は住民生活及び物資の輸送、経済活動のみならず、観光需要への対応な

ど交流人口の拡大にとって極めて重要であることから、船舶が安全で安定的に運航

されるよう船舶の建造等にかかる財政措置を強化するとともに、離島航路の安定化

のため地元自治体との連携の強イとを図ること

1 船舶の建造に係る補助制度の創設・拡充について
(1)ジェットフォイルは、本土と離島間を結ぶ高速交通機関として、高速性等
の機能面に優れるとともに、揺れも少なく快適性を有する交通手段である

また、有人国境離島法の滞在型観光促進事業による島外からのインバウン

ド需要や、世界遺産、日本遺産への観光需要等への対応をはじめ、交流人口

の拡大を目指す本県にとって、ジェットフォイルは必要不可欠な高速海上交

通であることから、船舶の建造等が促進されるよう補助制度を創設すること

(2)旅客輸送や物資の運送を担うフェリー等は住民生活の維持、経済活動及び
交流拡大等に重要な役害Jを果たすことから、離島航路の維持 。確保のため、

船舶が安定的に運航されるよう船舶建造にかかる補助制度を拡充すること

2 指定区間の設定のある離島航路の安定化について ,
(1)航路事業者の事業計画や経営状況などについては、地元自治体と積極的に
情報共有を図るとともに、引き続き離島航路の安定化に向けて運携した取組

を行うこと

(2)指定区間の設定のある航路において、新規航路事業者から一般旅客定期航
路事業の許可申請が行われた場合は、地元自治体と情報共有を図ること

【本県の現状。課題等】

離島航路は、住民の生活や産業活動にとって極めて重要な地域公共交通であるが、人口の

減少が続く中、船舶事業者の経営は厳しさを増しており、船舶の維持・更新に苦慮している

現状である。

また、ジェットフォイルの平成30年度の利用実績は県内約87万人であり本土と五島列島・

壱岐・対馬地方を結ぶ航路の旅客利用のうち約430/Oを 占めることから、離島住民の生活の

足としてだけではなく、観光産業振興のための海上交通手段としても深く浸透している。

本県においては、現在、長崎～五島、博多～壱岐～対馬の2航路において、4隻のジェッ

トフォイルが運航しており、いずれも船齢が25年以上経過していることから、船舶の更新

については将来を見据えた取組みが必要である。

国においては、平成27年度、船舶共有建造制度において、ジェットフォイルの共有期間

を9年から最大15年に拡充されたところであるが、導入当時に比べ船価が高額 (1隻約50

億円)と なっているため、厳しい経営環境におかれている各航路事業者においては、ジェッ
トフォイルの更新が難しい状況である。

また、離島航路の突然の運休が発生したことから、離島航路の安定化に向けた取り組みが

課題となつている。
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【本県の取組】
県としては、ジェットフォイルの更新 (建造)の取組を進めるため、関係する部県による
情報交換会を開催し、関係自治体や船舶建造事業者との意見交換などを行つている。

長崎県内の離島航路を運航しているジェットフォイル

｀
【船舶共有建造制度】現行例

共 有 期 間

通 常

長崎県内の離島航路を運航している船舶

機 構

自 治 体
打5年 協 晉

【提案。要望実現の効果】
(項目1(1))
導入当時に比べ船価が高額となっているジェットフォイルの更新費用を軽減し、海上高速

交通の維持を図ることができることから、島外への通院など日常生活での移動にカロえて、観

光等における交流人口の拡大に寄与することができる。

(項目1(2))
離島を多く有する本県にとって、航路は住民等の移動及び生活物資の運搬などのために欠

かすことができない公共交通であり、船舶の建造等が安定的に行われることにより、住民の

暮らしの確保及び地域の活力維持につながるものである。

(項目2)

指定区間の設定のある航路については、船舶以外には交通機関がない区問又は船舶以外の

交通機関によることが著しく不便である区間であることから、離島等の住民が日常生活及び

社会生活を営むうえで必要不可欠なものである。

そのため、既存航路事業者の経営状況等や新規航路事業の許可申請については、地元自治

体と情報共有等を行い、連携した取り組みを行うことで、離島航路の安定化につなげるもの

である。
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通 常
9ノ千

15塗F

儀 道 運 輸 機 構 事 業 者

10%建 造 資 金 の 90%貸 付  (持 分 90%)

"0%
自 治 体 支 援 450/o
(機構 と同 額 の 貸 付 等 )

建 造 資 金 の 55%
建 造 資 金 の 45%貸 付

(持分 45%)

15年 李ム
(事業 者 は使 用 料 として支 払 )



9 新たな週疎対策法の制定について
【総務省】

【提案。要望】

これまで第4次 となる「過疎地域自立促遺特別措置法」に基づき、過疎対策事業
債をはじめとする様々な過疎対策が行われてきたところであり、本県は多くの過疎

地域を有する中、過疎地域の自立促進、活性化などの目的のための過疎法は重要な

役害Jを果たしてきた。

現行過疎法の期限が令和3年 3月末と迫る中、人口減少に歯止めをかけるべく、
その地域の特性を活かした産業の振興や雇用の確保、地域づくりの諸施策など過疎
地域の自立促進 。活性化を図つていくためには、引き続き総合的な過疎対策を実施
していく必要があるため、以下の対策を講じること。

1 現行法の期限終了後も、過疎地域の振興が図られるよう新たな過疎法を制定
すること

2 新たな過疎法においても、現行法第33条の規定による「市町村の配置分合等
があつた場合の特例」を引き続き堅持すること

3 新たな過疎法においても、過疎地域の自立促追に必要な現行の過疎対策事業
債をはじめ各種支援制度を維持すること

【本県の現状・課題等】

本県の過疎地域は、県土面積の68.50/0を 占め、その大部分が離島・半島地域となつており、

また、本県は、全国的にみても人口減少、少子・高齢化のスピードが早く、集落の維持、産

業の担い手不足など週疎地域を取り巻く環境は依然として厳しい状況にある。

これまでの過疎対策の実施により、生活環境の改善等に一定の成果がみられるものの、産

業分野 (雇用の場の確保や担い手不足等)、 交通分野 (道路等のインフラ整備、離島航路・

航空路、地域交通の維持等)、 医療分野 (医師の確保等)をはじめ、生活基盤等の整備にお
いて、今、なる、多くの課題を抱えている状況にある。

本県過疎地域の地理的・地形的なハンディを克服するための基盤整備やその維持、継続的

な振興施策など、今後とも過疎対策や人口減少対策に効果の高い取組を重点的に進めていく

ためにも、過疎対策事業債 (ハード・ソフト)を はじめとする現行過疎法に基づく支援制度
は必要不可欠であり、また、過疎地域の自立を目指すために実効性のある施策を推進してい

くためには、地域の実情にあわせた新たな過疎対策が必要である。

(本県の取組)

本県の過疎対策の取組として、これまで産業の振興や交通通信体系のインフラ整備、農林

水産業の担い手確保等のほか、過疎債 (ソ フト)を活用した、しまとく通貨発行や輸送コス
ト対策、燃油高騰対策といつた離島地域が多い本県特有の事業にも取り組んできた。

現行過疎法の期限が令和 3年 3月末と迫る中、今後の過疎対策のあり方について、国の過
疎問題懇談会等での議論が進められ、対策の検証や新たな課題などの整理・検討が進められ

ている。本県においても、庁内に「長崎県過疎地域活性化研究会」を設置し、今後の新たな

制度創設に向けた研究や本県週疎地域の課題などの整理・検討を進め、今後、国等への提案

も行うこととしている。
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長崎県の過疎市町指定状況
( 平成31年 3月 31日現在〕n塑
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【提案・要望実現の効果】
実効性のある過疎対策や人口減少対策等に対して、現行の過疎対策事業債をはじめとする

各種支援制度を有効に活用し、過疎地域の自立促進・活性化に向けての計画的かつ効果的な

事業を円滑に実施していくことができる。

田園回帰といつた都市部から地方へのヒトの流れや、都市部から地方を応援する動き等に

も着目し、過疎地域が有する多彩で豊かな自然や歴史 。文化、食、伝統技術等も活用するこ

とにより、過疎地域のさらなる付加価値を生み出すような取組が促進される。

農地や森林、自然環境など美しく風格ある国上の保全・形成や、ふるさとの生活・暮らし

の中で育まれた伝統行事や伝統技術等の次世代への継承等を通じて、過疎地域が果たしてい

る多面的 。公益的機能をもつ国民共有の財産を守ることができる。
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過顔市 ]了Jホ」 (過疎法第 2条第 lI百 )

過ユ宋市町村とみなされる市9J村

(澄疎法第33条 第 1頃 )

過I束市町村とみなされる区域を有する市町村

(過疎法第33条 第 2項 )

卜疎U兇みなされる口藪

川棚町

東彼杵D]

長崎県の過疎地域の人口推移 市町村数 [団体 (%)] 人  口 [人 (%)] 面 積 [kポ (%)]

全 国 (全体)

817 (476) 10,878,797 (8.6) 225,468 (597)

1,718 (1000) 127,094,745 (100.0) 377,971 (1000)

長崎県 (全体)

13 (619) 375,624 (273) 2831 (685)
21 (100,0) 1,377,187 (1000) 4,132 (100,0)

全

国

市町村数 過疎 47.6%

人  口 86%
面  積 過疎 697%

長

崎

県

市町数 過疎 619%
人  口 過疎 273%
面 積 過疎 685%



10 外国人材の受入について

【法務省、厚生労働省、文部科学省、農林水産省】

【提案。要望】
出入国管理及び難民認定法の改正に伴い、本年 4月 から施行された新たな在留資
格「特定技能」をはじめ、外国人材の受入について、制度の円滑な運用を図るとと

もに施策の充実強化を図ること

また、在留外国人との共生に当たつては、国が責任を持つて、社会保障、生活支

援や日本語教育など、多文化共生社会の実現に向けて施策の充実強化を図ること

(1)特定技能外国人が大都市圏その他特定の地域に集中することなく、地方の深
刻な人手不足に的確に対応できるよう、国において実効性のある措置を着実に

行うとともに、増加する外国人の在留管理に関し、安全・安心な社会の実現の

ため、不法滞在者等への対策を充実強化すること

(2)多文化共生総合相談ワンス トップセンターをはじめ、外国人と接する機会の
多い行政機関の相談窓口等における多言語対応の体制整備、人材の育成に対し

て、必要な財政措置を講じること

また、外国人からの様々な相談に対応するため、24時間対応可能な多言語相

談窓口を設置すること

(3)日 本語が充分でない在留外国人が、地域社会の一員として生活するうえで必
要な日本語能力や社会習慣を習得できるように、日本語学習等の機会を提供す

る公的な仕組を構築すること

(4)我が国への就職を希望する留学生を支援するため、学卒ジョブサポーターを
充実させるとともに、受入企業への採用支援策を講じること

(5)特定枝能の特定産業分野である「飲食料品製造業」において、魚市場におけ
る選別・荷捌き作業を対象とする弾力的な運用を行うこと

また、技能実習においては、魚市場における選別 。荷捌き作業について「水

産物卸売業」として2号移行対象職種の新設または「食品製造関係」の一環と
して弾力的な運用を行うこと

【本県の現状・課題等】

(1)本県では、各産業において人口減少等により人手不足が深刻化し、その重要な担い手と
して外国人材に依存しており、外国人労働者は平成30年 10月末現在、1,174事業所におい

て5,433人雇用されている。そのような中、新たに創設された在留資格「特定技能」にお
いては、賃金水準が高い大都市圏等への流出が懸念される。

(2)本県の在留外国人は、新たに特定技能の在留資格が創設されたことにより、さらに増加
することが見込まれる。在留外国人が地域で安心して安全に生活するためには、行政 。生

活情報の多言語による提供、外国人が生活や就労に関する問題についていつでも安心して

相談できる環境整備が必要である。

(3)日本語を学習する機会については、在留外国人数の多寡もあり、県内においては、3地
域 (6箇所)での実施にとどまっており、全ての在留外国人が日本語学習の機会を得られ
る環境整備や日本社会の習慣に対する理解促進を図る必要がある。
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(4)若い世代を中心とした人口流出が本県の人口減少の大きな要因となっており、各産業を
支えていく優秀な人材を確保していくために、留学生の県内就職を促進させる必要があ

る。

(5)魚市場における選別 `荷捌き作業は、漁業の最終段階又は食料品製造業の第一段階であ
るが、省令に規定する「欲食料品製造葉」の運用方針に明確に記載され′ていない。本県水

産業においてt魚市場での漁終物の選別・荷拐」き等にお〔〕
´
る労働プJ不足が深刻化し、作業

遅延や処理能力の低下が生じ、最も水揚げが多いまき網漁業では、水産物流通の目請まり

と鮮度低下による魚価の下落、漁船の待機 R寺間増加による操業制限が生じており、水産業

の成長産業化の障害となっている。

なお、技能実習においては、衛生管理型の市場に実習生を受け入れ、水産物の衛生管理

や鮮度保持技術の習得を図ることにより、送出し国の経済発展にも寄与できる。

(6)本県では農業者の労力支援のため、本年 2月 に県が主淳して設立した株式会社「エヌ」
が受入機関となり、農業現場への外国人材等の早期派遣を目指して事業に取り組んでい

るも在留資格「特定技能」については、「在留資格認定証明書」の交付申請から受領まで

の標準処理期間が lヶ 月から3ヶ 月とされており、事業効果の早期発現のためには、地方

出入国在留管理局において速やかな事務手続が必要である。

落 幾 壽 4繊 鶏 舞 鸞 鬼 鋳 機 鶏 鍛 紗 薙 紗 ぐ募 Ⅲ≫ 農 燒 騨 l',鶏 篭撃 戒 修録筆 垂◇舜 燕 籍 崇 夢

口 ■1と婁
'ユ'れ

 l □ 警 4'与絲 ,予 笠独il′ lttIF

言+4′ 2■ o

言+5′ 4■ 0 言+5′ 555 言+5′433

主要3市場における作業員不足の状況 (聞取り)

事業目的

本県においても在日外国人の増加が見込まれる中、こうした在雷外国人が生活や就労等の

適切な情報に速やかに到達できるように、多言語によるワンス トツプの相談窓口を整備し、

在雷外国人が、地域において安心して安全に生活できる共生社会を推進する。

(他の相酸機関、痢隣等 )

在留手続0体制
専門相,喪員 2名 配隠
ペ トナム語 ■、英語 事務 1
0構能
網議員、翻訳機による対面相談

多言語コールセンターを活用した三者還話による電話相岳策

県内各地への出張相談 (県北、鳥原、 4離島 各年 2回 )
議日で解決しない相談は専門分野へ B14μ

法律等の葛「ヨ相 r炎 (月 1回 )
0日樹始時期等
?019年7月 、月曜日～土曜日 O OO～ 17:00
0場所
出島交流会館 1階 (国際交流協会内 )

連
携

情報提供 相酸

衛生管理型の魚市場における選別状況
在留外国人等

【提案・要望実現の効果】
外国人材の受入に関する施策が充実することにより、担い手不足が深刻化する県内各産業

において、優秀な外国人材を安定的に確保していくことに繋がる。

1
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長崎県外国人総合相談ワンス トツプセンター (仮)整備事業

必要数 現状 不足数

長崎魚市 60 33

佐世保魚市 100 30

西日本魚市 100 70 30

合計 260 173 87

上
~J

≧

、 、ユエ・ ―

長崎県外題l人総合相談ワシス トップセンター (仮 )



11 農林水産物の国際貿易交渉に対する慎重な対応に
ついて

【内閣府、農林水産省】

【提案し要望】
l T P Pll協定や日EU・ EPA協定の発効後の影響分析と「総合的なTPP等
関連政策大綱」に基づく農林水産業の体質強化対策の効果検証を行つた上で、

生産者が意欲をもって経営を続けられるよう、国の責任において必要な施策を

着実に講じるとともに十分な予算確保を図ること

2 米国とのTAG(物品貿易協定)や中国、韓国、ASEAN諸 国等とのRCE
P(東アジア地域包括的経済連携)な どの新たな国際貿易交渉が生じた際の回
際的ルールづくりに当たつては、国民へ十分な情報開示や丁寧な説明を行い、

国民の理解を得ながら交渉を進めるとともに、我が国の農林水産業及び食と地

域産業を守るために最大限の努力を払つていくこと

【本県の現状。課題等】

平成27年度からの補正予算において、 TPP関 連対策である、産地パワーアップ事業、
畜産クラスター事業等を積極的に活用し、市町、関係団体と一体となり、施設園芸ハウスの

整備や肉用牛増頭のための牛舎整備といつた持続可能な収益性の高い操業体制への転換な

ど、農林水産業者の体質強化等を推進してきた。

その結果、本県農業産出額の継続的な増加など、一定の成果が見えつつも、農業就業者の

減少や高齢化などの構造的課題や中山間や離島半島地域が多いなどの本県の地理的課題に加

え、今回の発行で輸入農林水産物との競合が拡大することによって、これら課題が一層拡大

することが強く懸念される。

1 農林水産業の体質強化対策
T P Pll協定等の発効による関税の即時撤廃は避けられたものの、品目によっては、

長期的に影響を見極める必要があるものなど、発効後の影響については不明であり、各協

定において十分な国境措置が確保されているのか、国内対策の効果が十分なのか確認でき

ていない。

また、平成29年 12月 に示された影響の試算については、国による各協定の経済効果分

析で使用された前提条件によって大きく変動することが予想され、「国内対策により農家

所得の確保と国内生産量の維持が見込まれる」との試算結果に対し、提示された生産減少

額、国内生産量の影響の範囲に留まるのか、長期的な国内対策の実施や全体予算規模が将

来にわたり確実に確保されるか等不透明である。

2 新たな国際貿易交渉への対応
米国とのTAG(物 品貿易協定)の協議開始やRCEP(東 アジア地域包括的経済連
携)の動きもあることから、今後、新たな国際貿易ルールづくりに当たっては、過去の経

済運携協定で約束した市場アクセスの議許内容が最大限であることを堅持するなど、我が

国の農林水産業をしっかり守るために必要な国境措置の確保が重要である。
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0長崎県の農業の現状
O農業所得が全国に比べ低位

の割合3&4%lH291全国31位う

'ね

000 睡 咽

O

〔厳しい農業の現状〕+〔 TPP主 主協定や日EU・ EPA発効〕
⇒ 〔加速的鳳つ継続的な体質強化対策が必要〕

●TPP関連対策を活用した本県の取組と効果

<産地パワーアップ事業>

での10
_上の 7))

01戸あたりの耕地面積か」ヽさい
(全国平均2.09hatユすし長山奇県は1 4Sha(全国とし60%))

O」 A島原雲仙 雲仙ブロッコリー部会 <取組事例>
・育苗八ウス、べたがけ資材の導入→良質な苗生産、厳寒期の安定生産
・省力化機械 (移植機、乗用管理機)の導入→規模拡大
⇒製氷装置を渚用した集出荷体制の確立による品質安定により
栽培面積、販売額、部会員力Ч曽加

栽培面積 (ha) 販売額 (百万円)

132

H27(実施前)     H30 捕27(実施前) H30

O五島地域畜産クラスター協議会 <取組事例>(H2フγ30)
・肉用牛繁殖牛合整備 :35棟 (繁殖 ll在牛 1,020頭増頭規模 )
。キャトルステーシ]ンの増設 :300頭規模→600頭規模
⇒繁殖雌牛の増頭、子牛販売額の増加→新規就農者 16名増カロ

繁殖止lt牛頭数 (頭 ) 子牛販売額 (百万円)

瀾7守   112年    ‖
'年
  HZ″ キ!   ‖2'年   R2年    R'年

第48回 日本農業賞を受賞した
雲仙ブロッコリー吉B会生産者

部会員数 (人 )

20

0

H27(実 施前)

JAごとうキヤト,レステーション

H30

新規就農者

H27  H28   H29  H30

(2年 目 )

―
中核的漁業者の育成に貢献
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<畜産クラスター事業>

4.400

4,200

4,000

3,800

292頭 増加

4,030
髯

幽

233百万円増加 21414

鎧
帝

2,181

坤

2,600

島400

島200

為000

8

6

4

2

0

H27(実施前) H30 H27(実施前) H30

<浜の担い手漁船リース緊急事業>
<取組事例>

・大型化した漁船に循環型活魚水槽等を整備
→操業日数の増加や漁獲物の単価向上

。独立のために漁船を導入し延縄漁業等に着業
→漁業就業者の独立支援や経営安定

⇒5年以内に漁業所得等 100/o以上向上を計画

持 続 可 能 な H叉 益
jl生
の高 い操業 体 焦uへ の転談 を推 進
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漁船リース事業採択数(累積 )

■ H27益 :i(23告生)
霞 H28 Ⅲl■■ (35省三)
|=H29:鳶 三二(384)
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